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１はじめに

統計調査員は統計調査環境における調査主体側の一環をなしている。その意義と問題点

は、次の一文に述べられている。「統計調査の成否と調査票への記入の正確性は、統計調

査員の資質に左右されるところが大きいので、調査環境の悪化とともに、優れた統計調査

員の選任難は、わが国の統計制度が当面している主要な問題の一つである｡」'）

統計調査員の選任難対策には、選任方法の成立する諸条件と、その方法のもとで調査員

に登用された地域住民の調査員業務に対する拒否感を具体的に把握することが必要である。

本稿では、まず、平成７年国勢調査調査員の地域類型が、地域の政治的経済的諸条件に依

存する国勢調査調査員の選任方法を介して変化することを明らかにする。続いて、統計調

査員就任への拒否感を引き起こす意識的要因について分析を行う。

なお、調査員調査を実施した各調査地域の地域類型を、「社会経済分類(２１区分)｣別人口

表１各調査地域の社会経済分類別人口

農林農林鱸会社団体商店主工場主ｻｰﾋﾞｽその専門技術者教員・
総数漁業者雇用者役員他の事業主臓業者宗教家

町田市

福岡市

熊本県農山村地域

鹿児島県農村地域

長崎県五島地域

6320

19555

９２９

１０５９

１０５１

2288

9547

２４２

２８９
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１２１１０

４３０１
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794

733

6272

18060

４３３

３０１

３０５

2096

15618

７５７

９１２

６９９

287365

996624

47228

６２３１３

38624

個人保安職内職者学生生徒家事
サービス人従事者

文筆家管理者事務職販売人技能者労務

芸術家作業員

芸能家

町田市

福岡市

熊本県農山村地域

鹿児島県農村地域

長崎県五島地域

29842

122398

３００５

３５７４

２７３３

５６４８０

１７９１８７

６５７２

６５７２

８２４２

2064

6831

２３７

２１２

４１４

688

2001

９７

１５２

６０

10846

54408

１４２１

１６７０

１３３１

25279

106224

１９２３

２００３

１５４９

30129

91570

７１１０

８９２４

３４９３

11338

39087

２１０４

２１９１

１７５５

3920

10538

１２４

１４７

８２

3744

10830

２９０

４００

２５９

39887

135845

３２５１

３４６３

２６２９

非就業者

町田市

福岡市

熊本県農山村地域

鹿児島県農村地域

長崎県五島地域

23724

102103

８７１１

１１７３８

７３６８

注、総数は社会経済分類「分類不能」を含む。出所、総務庁統計局、『平成２年国勢調査報告』第５巻
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(表１）と｢農林漁業者｣｢農林漁業雇用者｣｢家事従事者｣の人口総数に対する構成比(表２)で

確認しておく。表の数値は、町田市、福岡市、熊本県農山村地域、鹿児島県農村地域、長

崎県五島地域にかんして総合した統計数値である。

町田市と福岡市では、農林漁業者十農林漁業雇用者の構成比は１％未満であるが、熊本県

農山村地域、鹿児島県農村地域そして長崎県五島地域では10％から２０％の範囲にある。

表２「農林漁業者」「農林漁業雇用者」「家事従事者」の人口総数に対する構成比
家事従事者

56480町田 1536＋192＝1728287365

19.65％060％100％

福岡市 179187

17.98％

5541＋984=6525

ｑ65％

996624

100％

熊本県農山村地域47228
100％

6572

13.92％

８１９８+284=8482

１７９６％

鹿児島県農村地域62313
100％

10309

16.54％

１２１１０+794＝12904

２０７１％

長崎県五島地域 8242

2134％

4301＋733＝5034

１３０３％

38624

100％

２国勢調査調査員の性別、年齢別、職業別構成

調査地域別に国勢調査調査員の性別構成比を示すと、表３のようである。

表３各調査地域の平成７年国勢調査調査員の性別構成(％）

女不明回答数男

町田市

福岡市

熊本県農山村地域

鹿児島県農村地域

長崎県五島地域

397

419

295

482

277

85.9

57.0

40.7

7.5

57.8

10

1.2

10

1.5

0.4

13.1

41.8

58.3

91.1

41.9

女性調査員の構成比が、町田市(85.9％)、福岡市(570％)、熊本県農山村地域(40.7％)、

鹿児島県農村地域(7.5％)と都市部で高まる傾向があり、国勢調査調査員の性別構成には地

域類型の違いが反映している。しかしながら、長崎県五島地域では女性調査員が578％と

都市部に匹敵する比率である。また、都市部の間で、そして農村部の間でも女性調査員の

比率に落差が見られる。国勢調査調査員の性別構成には、都市部＝女性調査員、農山村部＝
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男性調査員という類型`性とともに、各地域の特殊性も現れている。

さて、年齢別構成は表４で示される。町田市では40～59歳の中年齢層が中心であり(60.7

％)、福岡市でも40歳以上の中･高年齢層が中心であるが、６０歳以上の層が最多(39.4％）

である点に町田市との違いが見出される。

農村部では、鹿児島県農村地域を除いて、３０～49歳の中年齢層が中心であるけれども

(熊本県農山村地域65.7％、長崎県五島地域63.9％)、長崎県五島地域では30歳台と29歳

以下という比較的若い年齢層の比率が高いことに特徴が見られる。一方、鹿児島県農村地

域では、６０歳以上の高齢者層が60.8％である。国勢調査調査員の年齢別構成にも、都市部

ないし農山村･離島部の類型性と各調査地域の特殊性が同時に現れている。

表４各調査地域における平成７年国勢調査調査員の年齢別構成(％）

町田市福岡市 熊本県鹿児島県
農山村地域農村地域

長崎県
五島地域歳
歳
歳
歳
明

四
羽
姻
鍋
』
不

一
一
一
一
歳

０
０
０
０

３
４
５
６

５．０

１８９

２９２

３１．５

１５．１

０．３

１．４

１１．７

２１０

２６０

３９．４

０５

15.3

26.4

39.3

129

６．１

0.0

２．５

８．３

１３．５

１４９

６０８

００

５
４
５
９
７
０

●
●
０
■
●
■

３
５
８
７
４
０

２
３
２

回答数 ３９７ ４１９ 295 482 277

表５は、地域別に調査員の職業別構成を示している。

表５各調査地域における平成７年国勢調査調査員の職業別構成(％）

－－７百帝一W冒而可市一W扉E頂一爾官蔦頂一夏N寄眞
農山村地域農村地域五島地域

農林水産業

自営の商工業サービス

会社員(団体職員を含む）

市区町村の公務員

その他の公務員

その他の職業

無職男性

主婦・無職女性

不明

０
８
１
０
３
６
８
０
５

ｓ
●
一
◆
勺
■
●
□
甲

０
２
７
２
０
８
５
３
０

７

２．１

９３

１６．０

０．７

２．３

１１９

１４３

４１３

１９

３１．１

６４

１１０

８９

３．１

9.8

23.2

３．９

２５

105

１０

１２．９

５０５

５．４

7.1

３．１

８５

１０

３
６
０
０
９
６
８
０
７

■
Ｃ
Ｄ
や
■
●
●
■
●

４
３
９
０
３
７
１
９
０

３
３

合計 397４１９２９５ 482２７７

町田市では主婦ないし無職女性が730％と圧倒的である。福岡市でも無職女性が最多で

あるが、41.3％と町田市より低い。そのかわりに、自営商工業者､会社員、無職男性および

その他の職業の者が、それぞれ１０％前後の比率を占めている。

続いて農山村･離島部をみると、熊本県農山村地域では町村職員が50.5％と半数を占め、
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以下､会社員と農林水産業が各々１０％強の比率である。長崎県五島地域でも、市町村職員

が30.0％、会社員９０％、農林水産業４３％と同様の順位が見られるが、主婦･無職女性が

390％と首位である点が異なる。他方、鹿児島県農村地域では、農林水産業311％、無職

男性23.2％、会社員１１０％そして町村職員が８９％となっている。

都市部では主婦･無職女性型調査員、農村部では男性型調査員で役場職員型ないし農林

水産業型という類型性が見られるけれども、構成比率はまちまちで各地域に固有な様相が

認められる。以上で見てきたように、国勢調査調査員像は、都市部ないし農山村･離島部

の地域類型に対応して性別･年齢別･職業別構成パターンが一義的に定まる、という性質

のものではない。各地域が示す特殊性が、調査員選任方法と関連していることを次節で見

ていこう。

３都市部の国勢調査調査員選任方法

表６は、国勢調査調査員になったきっかけとして､｢市町村の広報を見て応募｣、｢統計調

査員の経験者から誘われた｣を回答した調査員を｢応募型｣に､｢市町村から直接依頼された」

非市町村職員を｢直接依頼型｣に､｢市町村から直接依頼された｣市町村職員と｢自分が市町村

の職員だから｣を回答した調査員を｢職員型｣に､｢町内会から推薦された｣調査員を｢町内会

推薦型｣に、そして､｢町内会の役員だから｣を回答した者を｢町内会役員型｣にグループ分け

し、町田市と福岡市における構成比を示している。

表６都市部における国勢調査員になったきっかけ(％）

その他職員型町内会町内会無記入応募型田

推薦型

1.8％05％

役員型
０５％０３％

依頼型
７１９％１２．６％

(記入）

5.3％397人

職員型無：INT丙会町内会その他富岡

依頼型
２．６％２．３％00％０２％

(記入）
５５％

推薦型
５３．２％

役員型

36.0％419人

前節の表5で、両都市部とも、調査員のほとんどが民間人から登用されていることを確

認していたが、調査員になったきっかけは全く異なっている。

町田市について、調査員になったきっかけを性別に見よう(表7)。女性調査員の8割が

応募型である。その職業別構成を表８でみると、主婦ないし無職者が９割を占めている。

それらの者が国勢調査調査員を引き受けた動機を表９で見ると、７割強が､｢多少とも収入
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を得たくて｣調査員になっている。また、女性の直接依頼型をみると、主婦･無職が8割弱

であり(表8),そのうち､約6割が｢収入を得たい｣を動機としている(表9)。男性について

も同様の傾向を見ることができるけれども、彼らは少数派にすぎない。

表８性別に見た、応募型回答者における職業別構成(％）表７性別に見た調査員になったきっかけ(％）

応募型女直接依頼型女応募型男町田市男女町田

農林水産業

自営業

会社員・団体職員

市区町村の公務貝

その以外の公務員

主婦・無職

その他

無記入

０．０

１１．９

２６２

２４

００

４７．６

１１．９

0.0

０
３
５
１
０
７
４
０

●
⑤
●
■
●
●
●
０

０
４
８
２
０
８
６
０

７

０
４
３
０
０
３
０
０

句
■
●
●
●
■
●
●

０
０
３
０
０
９
７
０

８
応募型 8０３７９２

直接依頼型

職員型

町内会推薦型

町内会役員型

その他

無記入

９
６
６
６
９
３

●
■
■
。
■
０

２
０
０
０
５
０

１６
７
０
０
９
０

い
ｐ
Ｃ
■
●
Ｃ

９
７
０
０
ｌ
０

計(人） 5２３４１

計(人） 4２4７270
注)性別を回答しなかったものがいる

ので、各地点の男女人数を合計して

も被調査者の総数とは一致しない。

表９町田市の応募型主婦・無職女性調査員と応募型男性調査員の
調査員を引き受けた動機(％）

錘職女興威女 男性

応募型直接依頼型応募型
643

40.5

14.3

42.9

４８

６４．３

収入得たい

社会勉強

ひまだから

社会奉仕

仕方なく

その他

73.9

539

241

158

７．５

３７

5９．４

１５．６

１５６

３４．４

２８１

3.1

241人中３２人中２０人中

町田市では、主婦ないし無職女性層から多数の者が収入を得たくて調査員に就業するこ

とにより,国勢調査調査員が民間人で充足されていたと言えよう。

次に、地方都市福岡の調査員についてみていこう。まず、男女全体で見ると(表１０)、

表１０福岡市での調査員になったきっかけ(％）

応募型

直接依頼型

職員型

町内会推薦型

町内会役員型

その他

無記入

６
０
０
６
３
０
６

●
。
●
ｂ
●
ロ
●

０
４
０
４
６
４
０

４
４

７
７
０
８
０
７
０

⑩
■
■
印
の
巴
●

３
１
０
９
８
６
０

５
２

２３

２．６

００

５３２

３６０

５５

０．２

表１１福岡市での町内会役員型調査員と
推薦型調査員の性別構成(％）

町内会
推薦型

町内会
役員型 全体

54.7３５．３４１８

女 4５３６４．７５７０

計(人）１４８２２１４１９
計(人） 419１７５２３９

町内会役員型調査員が360％、町内会推薦型調査員が53.2％を占め、ほとんどの調査員

が町内会組織によって選任されている。国勢調査調査員の選任方法における町田市との違
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いを理解するのに、行政と町内会の相互依存関係にかんする研究2)が示唆を与えてくれよ

う。それは、両者の相互依存関係の強いものを｢抱合｣型、弱いものを｢つかずはなれず」

型とモデル化し、「一般的にいって、地方都市や中小都市ほど｢抱合｣型の傾向があり、大

都市やその周辺の衛星都市では『つかずはなれず』型に近くなる｣と指摘している3)。こう

した政治的状況の違いが、両都市部の国勢調査調査員選任方法を異ならせている要因なの

であろう。

表１３性別に見た、町内会推薦型回答者における

職業別構成(％）
表１２性別に見た、町内会役員型回答者における

職業別構成(％）

推麓剛福岡 役員型男役員型女 富岡

【IＣ

自営業

会社員・団体職員

市区町村の公務員

それ以外の公務員

主婦・無職

その他

無記入

自営業

会社員・団体職員

市区町村の公務員

それ以外の公務員

主婦・無職

その他

無記入

０
０
０
０
６
５
５

■
凸
■
巳
●
●
●

３
９
３
３
４
４
１

７

15.4

25.6

13

２６

３７２

１５．４

１．３

１
７
０
７
６
２
７

ヶ
Ｃ
●
■
。
●
●

９
７
０
０
０
１
０

７
１

９
２
０
７
６
０
５

●
●
巳
巾
の
◆
■

９
７
０
３
４
６
２

２
３
１

計(人）計(人） 7８ 1４３6７8１

町内会役員型調査員の性別構成を見ると(表１１)、男性が54.7％、女性が45.3％である。

これは、福岡市全体で見た時に女性調査員の比率が高かったのと対照的である。とはいえ、

福岡市の役員型女性の職業別構成(表12)をみると、主婦･無職が74.6％と集中的である。

地方都市の町内会では役員のなり手不足が最大の問題であること、そして、役員の仕事が

妻の負担となっているという実状4)が反映されている。

町内会役員が女性に押し付けられつつある状況の中で、推薦型調査員では、女性調査員

の比率が64.7％とさらに上昇する(表１１)。

彼女たちの職業別構成を見ると(表13)、やはり主婦･無職が70.6％と最多数である。

以上のことから、福岡市では、都市型調査員＝主婦･無職女性調査員という類型性が、

町内会役員からの男ｲ性調査員選任を伴いながら発現しているといえよう。

ところで、福岡市の主婦･無職女性調査員の国勢調査調査員を引き受けた動機は、選任

方法の違いと関係して、町田市の主婦･無職女性調査員と異なっているだろうか。推薦型

と役員型の別に国勢調査調査員になった動機を見ると(表14)｢収入を得たい｣を回答した

者は10％台にすぎないのに対し、「仕方なく」は６～７割を占める。町内会により選任さ

れた福岡市の主婦・無職女性型調査員は、動機面で「仕方なく」型に変容している。

－１８－



表Ｍ福岡市の主婦･無職女性が

国勢調査調査員になったきっかけ(％）

町内会町内会

。［

｢仕方なく」

｢社会勉強」

｢社会奉仕」

｢ひまだから」

｢その他」

5９４

３５６

２９．７

１２．９

８．９

680

220

20.0

100

200

総数 101 5０

４都市部調査員の就業・就任拒否感

都市部の国勢調査調査員は、調査員への就業または就任に対していかなる意識を4÷いて

いるのだろうか。「あなたは、今後も国の統計調査員を引き受けたいと思いますか｡｣とい

う設問に対して、「引き受けたいとは思わない｣とする回答は、町田市で53.9％、福岡市で

は73.3％にまで達する。

このような統計調査員就任への拒否感は、統計調査に対する様々な意識が複合した結果

である。とはいえ、それらの意識のうち、就任拒否感を左右する側面として影響力のより

強いものはないだろうか。あるとすれば、それは統計調査員業務に対する調査員の意識を

際立たせる指標となるであろう。

まず、国勢調査調査員を引き受けた動機別に、「今後、国の統計調査員を引き受けたい

と思わない｡」と回答した者の比率を示すのが表'５である。町田市で類型的な主婦･無職

女性応募型調査員では、「仕方なく」引き受けた者の778％が｢思わない」とするのにたい

し、「社会奉仕｣では31.6％と落差をもって低下する。動機の消極性が調査員就任拒否感を

左右する様子を見ることができる。しかし、そうした動機は少数派であるから、就任拒否

感を左右する意識的要因として普遍的であるとは言いがたい。他方、「収入を得た｣くて調

査員を引き受けた者のうち、５５１％が「引き受けたいとは思わない」と回答している。

表１５町田市における動機別に見た調査員就業拒否感(％）

主婦・無 女性応募型社会奉仕仕方なぐ~､〔プロ尋７EUJ￣ひまｱﾋﾟｱ5丁５￣柾套奉汪￣〒551面

引き受けたいと思わない

総数

55.4

１３０

778

１８

551

１７８

569

５８

3１６

３８ ９

－１９－
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表16は、主婦･無職女性応募型調査員について､｢最近、一般に統計調査員を希望する

人が少なくなってきているといわれます.つぎのことがらはその理由としてどの程度で

しょう」という設問で､｢a)仕事のわりには報酬が少ないから｣、｢b)非協力世帯が多いから｣、

｢c)夜間訪問をしなければならないから｣、｢｡)調査員の仕事が臨時的(臨時職)だから｣、｢e）

調査票が複雑だから｣、｢f)統計調査が大切な仕事と考えられていないから｣、の各々に対し

て｢理由になっている｣ないし｢理由になっていない｣を回答したグループごとに｢今後、統

計調査員を引き受けたいとは思わない｣を回答した者の比率を示している。ただし､「こと

がら｣は、理由とする回答者比率が高かったものの順に配列し直している。

統計調査員希望者が減少する理由として、主婦･無職女性応募型調査員の圧倒的多数が

「夜間訪問｣(92％)と｢非協力世帯｣(87％)を回答している。そのうち､｢今後、統計調査員

を引き受けたいとは思わない｣を回答した者の比率は､｢夜間訪問｣を理由とした者で55.4％、

しない者で467％、また､｢非協力世帯｣を理由とした者で555％、しない者で51.9％であ

る｡｢夜間訪問｣と｢非協力世帯｣に対する負担感は全面的であるけれども、統計調査員への

就業に対する拒否感に必ずしも直結しているとは言いがたい。

「統計調査が大切な仕事と考えられていない｣を理由とした者(54％)のうち、56.5％が｢引

き受けたいとは思わない｡｣としている。他方`理由としていない者でも53.8％が｢引き受け

たいとは思わない｡｣を回答している事を考え合わせると、統計調査に対する低評価が、就

業への拒否感を強く左右する意識的側面であるとは言いがたい。

「調査票が複雑｣を理由とした者(38％)のうち、62.0％が｢引き受けたいとは思わない｣を

回答しており、理由としない者の51.4％と１０ポイントの開きがある。調査票の複雑さか

ら生じる負担感は就業拒否感をやや左右している。

「報酬が少ない｣では､「理由になっていない｣の回答者(31％)で､｢引き受けたいとは思わ

ない｣の比率が高く６４０％であり、｢理由になっている｣の50.6％にたいし１３ポイントの開

きがある。また､｢臨時職だから｣でも､｢理由になっていない｣の回答者(73％)で｢引き受け

たいとは思わない｣の比率が594％で､｢理由になっている｣の回答者における43.5％に対し

て較差が16ポイントと拡大する。収入動機の主婦･無職女性応募型調査員では、待遇を否

定的に評価していない者の方で、就業への拒否感が強まっているのが特徴的である。とり

わけ、「臨時職｣の方で｢理由になっていない」とする回答者が多く、より普遍的な意識で

あると考えられるので、これについて考察を進めよう。

「統計調査員は臨時職なので希望者が減少している｣と意識するかしないかは自分の経験

－２０－



表１６町田市主婦。無職女性応募型調査員

統計調査員希望者が減少する理由の意識別に見た統計調査員就業拒否感(％）

｢夜間訪問をしなければならないから」が調査員希望者減少の理由に
なっている なっていない

引き受けたいと思わない

総数

55.4

２２２

4６７

１５

｢非協力世帯が多いから」が調査員希望者減少の理由に
なっている なっていない

引き受けたいと思わない

総数

55.5

２０９

5１．９

２７

｢仕事のわりには報酬が少ないから」が調査員希望者減少の理由に
なっている なっていない

引き受けたいと思わない

総数

5０６

１５６

64.0

７５

｢統計調査が大切な仕事と考えられていないから」が調査員希望者減少の理由に
なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

565

１３１

５３８

１０６

｢調査票が複雑だから」が調査員希望者減少の理由に
なっている なっていない

引き受けたいと思わない

総数

620

９２

５１４

１４６

｢調査員の仕事が臨時職だから」が調査員希望者減少の理由に
なっている なっていない

引き受けたいと思わない

総数

43.5

６２

5９．４

１７５

に基づく類推であろうから、上記の傾向を､｢調査員への就業に対して臨時職であることが

気にならなかった｣者の方で｢引き受けたいとは思わない｣の回答比率が高まると考えられ

る。町田市の主婦･無職女性応募型調査員では、臨時的な国勢調査調査員の募集を一時的

就業機会としてとらえた者が｢調査員は今回限り｣と考える傾向があったと言えよう。こう

した傾向は、表17から確認される。すなわち、統計調査員の職歴別5)に｢今後、国の統計

調査員を引き受けたいと思わない」の回答比率をみると、平成２年から７年の間に国勢調

査調査員以外の調査員も経験した者で45.5％、平成2年と７年の国勢調査調査員のみ経験

者で508％、平成７年国勢調査調査員のみ経験者で585％と上昇しており､職歴の浅い者

ほど調査員の仕事は今回限りという意向が強くなっているからである。

－２１－



表１７町田市における主婦･無職女性応募型統計調査員の
職歴別に見た統計調査員就業拒否感（％）

応募型調査員

平成７年国勢調査のみ経験

総数

平成２年および７年国勢調査のみ経験
総数

585

１４７

50.8

６１

平成２年～７年の間にその他の統計調査も経験
総数

45.5

３３

主婦・無職女性応募型全体

総数

548

２４１

以上から、調査員への就業拒否感は、統計調査員を一時的な就業機会としてとらえ、今

回限りの仕事とする職業観によって左右される側面が強いといえよう。こうした意向が、

報酬に対して低い評価を抱いていないにもかかわらず、調査員就業拒否感の強まる要因で

もあろう。

次に、彼女達が抱いている統計の政治に対する影響の評価とプライバシー優先意識が、

調査員就業拒否感を左右する側面として強いかどうかを見ていこう。

表１８は、まず､｢物価の上がり方が統計としてテレビや新聞で発表されることがありま

す。こういうことは政治にどの程度の影響を与えていると思いますか？」という設問に対

し､｢あまり｣もしくは｢全然｣｢影響を与えていない｣と回答したものを｢統計は政治に影響を

与えていない｣というグループにまとめ、他方､｢大いに｣ないし｢少しは｣｢影響を与えてい

る｣と回答した者を｢統計は政治に影響を与えてる｣というグループにまとめて、それぞれ

の中で｢今後統計調査員を引き受けたいとは思わない｣を回答した者の比率を示している。

続いて､｢国の統計調査と個人の秘密との間の関係についてつぎの2つの意見がありますが、

表１８町田市主婦・無職女性応募型統計の政治に対する影響の評価と
プライバシー優先意識別に見た調査員就業拒否感(％）

統計は政治に影響を統計は政治に影響を
与えている与えていない

今後国の統計調査を

引き受けたいとは思わない

51.4％

177人中

６４．４％

５９人中

秘密に秘密に

触れるべきではない触れても仕方ない
４３９％

107人中
今後国の統計調査を
引き受けたいとは思わない

６３．８％

116人中

－２２－



あなたはどちらに賛成ですか？」という設問に対して､｢正しい統計を作るためであっても、

個人の身上や生活内容にふれるべきではない｣と｢より正しい統計を作るためには、個人の

身上や生活内容にふれることがあってもしかたがない｣とのいずれかを回答した者ごとに

｢今後、調査員を引き受けたいと思わない｣を答えた者の比率を表している。

「統計は政治に影響を与えていない｣とする者で｢引き受けたいとは思わない｣の比率が

644％であるのに対し､｢影響を与えている｣で｢思わない｣が51.4％である。また､｢秘密に

ふれるべきではない｣で｢引き受けたいと思わない｣が63.8％に対し、｢ふれてもしかたない」

では43.9％と較差が開く。統計の政治に対する影響の低評価とプライバシー優先意識もま

た調査員就業への拒否感を左右する意識的側面であるといえよう。このような意識的状況

のもとで、本来統計調査に対する理解の多様な主婦･無職女性調査員では実査業務に対し

て不適合の生じる者もいて、統計調査員業務への拒否感につながっていったといえよう。

さて、福岡市について見ていこう。

表１９で推薦型と役員型の男女別に国勢調査調査員を引き受けた動機を見ると、「仕方

表１９福岡市の町内会役員・推薦型調査員の国勢調査調査員を引き受けた動機(％）
町内会役員型町内会推薦型

女 男女 男

収入得たい

仕方なく

社会勉強

社会奉仕

ひまだから

その他

７．４

５１９

２５９

３４６

８．６

２３５

３８

７３１

２８２

１９２

１２８

１４１

179

65.7

22.4

20.9

７．５

１７９

1４．０

６２２

３９２

２８０

１１２

９８

計(人） ８１６７7８1４３

なく」の比率は役員型男性で519％であるが、役員型女性の65.7％、推薦型女性の62.2％、

そして推薦型男性の73.1％と上昇する。町内会組織を通しての国勢調査調査員の選任に対

して住民が受動的消極的な動機で就任している。国勢調査調査員を引き受けた動機別に、

｢引き受けたいとは思わない｣を回答した者の比率を見よう(表20)。ここでは、福岡市の調

査員全体に関する数字であるが、町内会役員型と推薦型は合わせて全体の90％を占めてい

表２０動機別に見た調査員就任拒否感(％）

社会勉強仕方なく収入得たいひまだから社会奉仕その他福岡市

引き受けたいと思わない

総数

7４２

６２

7７８

４５

5４１

１０９

8８０

２５１

611

５４

606

１３２

－２３－



るから、町内会型調査員の意向を十分反映していると言える。なお、以下の表についても

同様である。表20によると｢仕方なく｣調査員になったもので｢引き受けたいと思わない」

者が9割弱である。他方、「社会奉仕｣では｢思わない｣が5割台半ばに低下する。調査員を

引き受ける動機の受動性･消極性が調査員就任拒否感を強く左右する意識的側面であるこ

とがわかる。

次に、統計調査員希望者が減少している理由としてあげられたことがらを､｢理由となっ

ている｣ないし｢なっていない｣と回答した者の別に､｢今後、統計調査員を引き受けたいと

は思わない｣とする回答比率を表21で見よう。表の形式と見方は、町田市の分析に用いた

表１６と同じである｡｢夜間訪問｣にかんしては負担感が全面的である。これを調査員減少の

理由として意識する者で｢今後国の統計調査員を引き受けたいとは思わない｣とする者が

751％、他方､意識しない者では545％であるから、夜間訪問の負担感は調査員就任の拒

否感に直結しているといえよう。｢非協力世帯｣に関しても負担感は全面的であるが、調査

員減少の理由として意識しない者でも65％が｢引き受けたいとは思わない｣と回答している。

このことから、「非協力世帯｣にたいする負担感を意識する者で統計調査員就任拒否感を表

す回答比率が高いことは、それへの負担感のみならず、拒否感に対してより支配的な意識

と併さって生じた結果と考えられる。こうした傾向は、調査員減少に関するその他の理由

への意識について一層強く当てはまる｡｢統計調査が大切な仕事と考えられていない｣につ

いては、理由として意識しない者でも就任拒否の回答比率が70％弱あるし､｢調査票が複

雑｣、｢仕事のわりには報酬が少ない｣、｢臨時職だから｣については、理由として意識しよう

とするまいと、就任拒否の回答比率は70％台前半と違いがないからである。これらの理由

それぞれへの意識が、調査員就任への拒否感を単独的に左右しているとは言いがたい。

さて、統計の政治にたいする影響の評価については(表22)、評価していまいとしていよ

うと｢引き受けたいとは思わない｣の比率は70％台である。そして、肯定的評価を下す者が

多数である。プライバシー優先意識に関しては、それが弱い者でさえ｢引き受けたいとは

思わない｣の比率は70％弱ある。統計調査に対するこれらの否定的意識を抱く者で調査員

就任拒否感を表す回答比率が高いことについても、やはり、それらの意識のみならず、拒

否感に対するより支配的な意識が併さって生じた結果と考えられる。

町内会を通して選任された福岡市の調査員では、国勢調査調査員就任動機の受動性･消

極性と夜間訪問の負担感が、統計調査員就任に対する拒否感を大きく左右しているといえ

よう。
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表２１福岡市調査員

統計調査員希望者が減少する理由の意識別に見た統計調査員就任拒否感(％）

｢夜間訪問をしなければならないから」が調査員希望者減少の理由に
なっている なっていない

引き受けたいと思わない

総数

75.1

３６９

５４５

３３

｢非協力世帯が多いから」が調査員希望者減少の理由に
なっている なっていない

引き受けたいと思わない

総数

７５０

３１６

６４．９

７４

｢統計調査が大切な仕事と考えられていないから」が調査員希望者減少の理由に
なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

77.9

２１７

68.9

１８３

｢調査票が複雑だから」が調査員希望者減少の理由に
なっている なっていない

引き受けたいと思わない

総数

7４３

２０２

72.7

１９８

｢仕事のわりには報酬が少ないから」が調査員希望者減少の理由に
なっている なっていない

引き受けたいと思わない

総数

73.4

１７７

73.2

１９８

｢調査員の仕事が臨時職だから」が調査員希望者減少の理由に
なっている なっていない

引き受けたいと思わない

総数

74.3

１０５

73.5

２９４

表２２福岡市調査員統計の政治に対する影響の評価と
プライバシー優先意識別に見た調査員就任拒否感(％）

統計は政治に影響を￣i病干ほ､3〔沼ＥＦＥ啓を
与えていない 与えている

今後国の統計調査を

引き受けたいとは思わない

７６９％

104人中

７３０％

293人中

秘密に 秘密に

引き受けたいとは思わない２１７人中 173人中
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５農山村部と離島部の国勢調査調査員選任方法

表23は、熊本県農山村地域、鹿児島県農村地域、そして長崎県五島地域について、平

成7年国勢調査調査員になったきっかけを示している。表の見方は、第３節の冒頭で都市

部調査員にかんするきっかけを示した表６と同じである。

三つの地域で、きっかけに関する回答比率はかなり異なっているが、職員型調査員と直

接依頼型調査員の比率が都市部と比較して高いことに共通性が見られる6)。

表２３農村部と離島部における国勢調査調査員になったきっかけ(％）

応募型

1.7％

無記入

0.0％

町内会

役員型
２０％

町内会
推薦型

1.7％

その他

(記入）
Ｌ0％

職員型

５３２％

直接
依頼型

４０３％

熊本県
農山村地域

295人

職員型

9.8％

応募型無記入

1.4％0.4％

町内会
椎116型

１５．４％

その他

(記入）
３」％

町内会
役員型
４３．６％

直接
依頼型
２６３％

鹿児島県
農村地域

482人

町内会

推薦型

0.0％

無記入

11％

町内会

役員型

00％

その他

(記入）

４３％

職員型応募型

29.6％26.7％

直接

依頼型
３８３％

長崎県

五島地域

277人

ところで、本調査の調査地域では、市町村による国勢調査の実査事務の遂行に対して県

の統計課から調査員を民間人から選任するよう指導がなされている7)。それにもかかわら

ず職員型調査員が登用されていることに、農山村部と離島部では、調査員を民間人から登

用できないため役場職員で手当するという形で、国勢調査調査員の選任難が現れているこ

とを見てとれる。さらに、平成7年国勢調査調査員になったきっかけ別に統計調査員の経

表２４国勢調査調査員になったきっかけ別に見た、統計調査員の経験の有無(％）
－－－庶寡画一置一屡一i癩璽一M7両＝ﾛア その他無記入

推薦型役員型依頼型

熊本県Ｈ７国勢調査のみ
農山村地域その他調査員も経験

回答者計

鹿児島県Ｈ７国勢鯛査のみ
農村地域その他調査員も経験

回答者計

長崎県Ｈ７国勢鯛査のみ

五島地域その他舸査員も経験

回答者計

25.5

745

１５７

１２．８

８７．２

47

36.6

63.4

８２

5０４

４９６

１１９

３５．４

６４．６

１２７

４８．１

５１９

１０６

３6

49.5

50.5

２１０

５

４１９

５８１

７４

５

２1５７

７０３

２９７

７４ 1２ ３0 0

－２６－



験を示す表24を見ると、職員型調査員でその他の統計調査員8)を経験した者の比率は、各

地域で6割から9割弱であり、職員型調査員の動員は常態であることがわかる。このよう

にしてみると、職員型調査員の比率は、農村部と離島部における民間人統計調査員選任の

困難を示す指標として注目される。三地域の調査員選任方法を分析して、職員型調査員の

比率を地域間で異ならせている条件を把握することにしよう。

表２３を見ると、鹿児島県農村地域では町内会役員型と推薦型が43.6％と154％である。

残りの調査員の大半は全体の26.3％を占める直接依頼型であり、職員型は10％弱と3地域

中最低である.町内会と役場からの直接依頼による選任方法により、調査員のほとんどが

非職員から登用されている。そのほとんどが男性であることに、農村部＝男性調査員とい

う類型性が強く現れている。

熊本県農山村地域では職員型が過半数を占めており、民間人調査員登用の困難が顕著で

ある。表25で調査員になったきっかけを性別に見ると、全体の６割を占める男性調査員

の５６９％が職員型、35.5％が直接依頼型である。一方､女性調査員は全体の４割強であっ

たが、そのうち職員型が483％、直接依頼型が46.7％である。農村部＝男性調査員という

類型性が、職員型調査員の動員の上に現れている。とはいえ、ここでの職員型女`性調査員

の総数および比率は他の二地域と比較して格別に高い。職員型男性調査員だけでは国勢調

査調査員の手当ができなかった様子をうかがえ、民間人調査員登用困難の深刻さを見てと

れる。

表２５性別に見た調査員になったきかけ(％）

F扉辰廩實両罧兎扇 長崎県五島地域
男女

鹿児島県農村地域
男女女男

応募型

直接依頼型

職員型

町内会推薦型

町内会役員型

その他

無記入

０
１
４
０
０
６

●
●
Ｐ
Ｃ
●
Ｆ

６
０
０
０
０
２

３
６

９
７
６
０
０
６

●
●
●
●
□
①

１
３
７
０
０
５

４
４

0.0

33.3

５６

３３．３

１３９

１１１

1.6

28.2

7.3

13.7

46.7

２．３

0.6

35.5

56.9

１７

３５

１７

３
７
３
７
０
０

●
０
●
け
●
●

３
６
８
１
０
０

４
４

1.3０９2８0.20０ 0０

計(人） 1６０1１６3６4391７２ 1２０

注）性別を回答しなかったものがいるので、

各地点の男女人数を合計しても被調査者の総数とは一致しない。

長崎県五島地域では、職員型の比率は３割弱に低下する。表２５で性別にきっかけ型を

見ると、全体の４割強を占める男性では、６割が職員型、３割が直接依頼型であり、熊本

県農山村地域と同様に民間人男`性の登用が困難であることがわかる。他方、全体の6割弱
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を占める女性調査員では、職員型は7.6％にすぎず、直接依頼型が43.7％、次いで応募型

が41.9％である。ここでも、職員型調査員では男性が優先して動員されている。しかし、

女性の非職員調査員が多数就任しているため、農村部＝男性職員型調査員という類型性が

うかがえなくなっている。

表26は、長崎県五島地域の女性応募型調査員の職業別構成を示したものである。彼女

たちのうち80％が主婦ないし無職である。これらの者が調査員になった動機は、表27で

見られるように｢収入を得たい｣とするものが667％､｢仕方なく｣が11.1％で、就業動機の

強いことがわかる。

表２６長崎県五島地域における応募型回答者の
性別に見た職業別楢成(％） 表２７長崎県五島地域の主婦.無職女性

応募型調査員の動機(％）扇島卸園暉

収入得たい

仕方なく

社会勉強
ひまだから

社会奉仕

その他

農林水産業

自営業

会社員・団体職員
市区町村の公務員

その以外の公務員

主婦・無職

その他

無記入

667

11.1

29.6

33.3

９．３

１９

1４．３

0.0

14.3

28.6

14.3

14.3

143

00

５
０
０
０
０
６
５
５

■
●
●
●
■
◆
●
●

１
６
３
０
３
０
４
１

８

計(人） ５４人中

計(人） 6７７

表28は両地点の女性直接依頼型調査員の職業別構成を示しており、長崎県五島地域で

はやはり主婦ないし無職女性が70％弱と突出するのに対し、熊本県農山村地域では40％

にすぎない。表29は主婦･無職女性直接依頼型の調査員について調査員になった動機を

表２８性別に見た、直接依頼型調査員における職業別構成(％）
長崎県五島地域熊本県農山村地域

女女 男男

229％1.4％24.6％7.1％

自営業

会社員・団体職員
市町村職員以外の公務員

主婦・無職

その他

％
％
％
％
％

９
０
３
１
９

２
０
４
７
２

１
６
１

5.7％

31.4％

１４３％

114％

１４３％

％
％
％
％
％

３
０
２
８
８

３
１
８
９
９

４

％
％
％
％
％

０
９
９
３
０

０
７
８
９
５

１
３
２

無記入 00％1.4％3.3％１８％

計(人） 7０３５5６

示し、長崎県五島地域では｢収入を得たい｣が511％､｢仕方なく｣が14.9％であるのに対し、

熊本県農山村地域では｢収入を得たい｣が9.1％、｢仕方なく｣が40.9％と対照的である。
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表２９主婦および無職女性直接依頼型調査員の動機(％）

収入得たい

仕方なく

社会勉強

社会奉仕
ひまだから

その他

９１％

409％

３６４％

１３６％

１３．６％

Ｌ５％

５１１％

１４９％

５７．４％

29.8％

２１．３％

0.0％

計(人） ２２ 4７

表３０は、長崎県五島地域の主婦･無職女性応募型と主婦・無職女性直接依頼型調査員、

主婦･無職女性以外の直接依頼型女性調査員、そして直接依頼型の男性調査員について統

計調査員の経験を表示している。これによると、主婦･無職女性応募型では平成７年国勢

調査調査員以外の経験者は296％にすぎないが、主婦･無職女性直接依頼型では平成７年

国勢調査調査員以外の調査員経験者の比率が468％に上昇する。しかも、主婦･無職女性

直接依頼型の調査員数が比較的多数であることから、継続的に統計調査員に就任する主

婦･無職女性層が存在し、そうした者に対して市町村が調査員就任を依頼している様子が

うかがえる。

表３０長崎県五島地域における国勢調査員になったきっかけと性別に見た、統計調査員経験の有無(％）

主．，婦・ﾊ、女．、以の直依型
応募型直接依頼型直接依頼型非職員女性非職員男性

Ｈ７国勢調査のみ

その他調査員も経験

70.4

29.6

53.2

４６．８

54.5

45.5

400

60.0

回答者数 ５４ 4７ 2２ 3５

以上のことから、長崎県五島地域の女性国勢調査調査員像は、国勢調査調査員を職業と

してとらえる主婦ないし無職の女性が多数であるということである。これは、離島部での、

就業機会に恵まれず、所得が低いという経済的事情9)が条件となっているのであろう。表

31で平成7年国勢調査の結果を見ると、長崎県五島地域における女性の非労働力人口比率

は熊本県農山村地域よりも高いことが確認される。

表３１農山村･離島地域における女性の就業・非就業構成

長崎県五島地域

女

熊本県農山村地域
完全非労動力女 完全非労動力

総数就業者総数失業者人口総数
2341

3065

3932

3745

4628

就業者総数

７０．１％

７５．２％

８２７％

７０７％

４０６％

失業者

4.4％

1.9％

１０％

０９％

０３％

人口

25.5％

22.9％

１６．３％

28.4％

590％

歳
歳
歳
歳
歳

９
９
９
９
９

２
３
４
５
６

一
一
一
一
一

０
０
０
０
０

２
３
４
５
６

歳
歳
歳
歳
歳

９
９
９
９
９

２
３
４
５
６

一
一
一
一
一

０
０
０
０
０

２
３
４
５
６

64.0％

59.7％

68.6％

５３４％

272％

％
％
％
％
％

７
７
３
７
４

５
１
１
０
０

３０４％

38.6％

30.1％

459％

72.5％

1845

3030

3268

3056

3856

平成７年国勢調査報告書より作成
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鹿児島県農村地域

完全

総数就業者総数失業者

女 ﾘﾄﾞ労nｶカ

人ロ

歳
歳
歳
歳
歳

９
９
９
９
９

２
３
４
５
６

一
一
へ
｝
｛

０
０
０
０
０

２
３
４
５
６

65.7％

645％

78.3％

70.4％

45.7％

４１％

１．１％

1.1％

０７％

０５％

３０２％

３４３％

２０６％

２８９％

５３８％

２４８５

３８３５

４４３６

４５９８

７１３０

他方、熊本県農山村地域では主婦･無職女性応募型調査員がほとんどおらず、また、直

接依頼型の主婦･無職女性で収入を動機とするものの比率が非常に低かったのは、表31に

示されているように、この地域では女性の就業比率が比較的高いことから、収入を得たく

て働きたい女性がすでに何らかの職業に就いているためと考えられる。

熊本県農山村地域と長崎県五島地域では民間人男性調査員の登用が困難である点は共通

しているけれども、女性に対する就業機会の違いが条件となって女性調査員の就任状況が

変化しており、その結果職員型調査員の比率も変化している。

６農山村部･離島部調査員の就任･就業拒否感

表32は、農山村部と離島部における｢今後､国の統計調査員を引き受けたいと思わない」

とする回答比率を示しており、熊本県農山村地域では431％、鹿児島県農村地域では47.9

％、長崎県五島地域では32.1％となっている。

表３２統計調査員の就任．就業拒否感(％）

今後国の統計調査員を引き受けたいと
思わない無回答 総数

熊本県農山村地域

長崎県五島地域

鹿児島県農村地域

295

277

482

4３１

３２．１

４７９

４．４

2.2

10

こうした意向は、各地域ともきっかけ型により異なっている。まず、民間人調査員の登

用難に対して手当される職員型調査員について見ていこう。表33によると熊本県農山村

地域と長崎県五島地域のそれぞれで４４９％と４２７％であるが、鹿児島県農村地域では

27.7％である。
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表３３職員型調査員の就任拒否感(％）

熊本県農山村地域長崎県五島地域鹿児島県農村地域
全全全

今後国の統計調査員を４４９４６９４１４４２７２７７
引き受けたいとは思わない

総数 1５６９８５８ 8２ 4７

表34は、職員型調査員について国勢調査調査員を引き受けた動機を示している。｢仕方

なく｣が、熊本県農山村地域59.0％、長崎県五島地域で54.9％、鹿児島県農村地域61.7％

と首位を占める。

表３４職員型調査員が国勢調査調査員を引き受けた動機(％）

熊本県農山村地域

５９０仕方なく

収入得たい

社会勉強

社会奉仕

ひまだから

その他

1６．７

２５６

２１２

４５

１０３

3９０

２６８

１５９

８５

４９

191

３１．９

１４９

２２

１５．６

総数 1５６ 8２ 4７

続く表35は、職員型調査員が国勢調査調査員を引き受けた動機別に｢今後国の統計調査

員を引き受けたいとは思わない｣とする回答比率を示している。熊本県農山村地域と長崎

県五島地域では｢仕方なく｣引き受けた者で統計調査員就任への拒否感を示す者が55.9％と

600％であり、他の動機で｢思わない｣を回答する者の比率に差をつけている。一方､鹿児島

県農村地域では31.0％であり、職員型全体でみた27.7％をやや上回っている。

表３５職員型調査員の国勢調査調査員を引き受けた動機別に見た調査員就任拒否感(％）
熊本県農山村地域

社会勉強仕方なく収入得たいひまだから社会奉仕その他
引き受けたいと思わない

総数

３１７

４１

559

９３

308

２６

2４．２

３３７ 1６

長崎県五島地域
社会勉強仕方なく収入得たいひまだから社会奉仕その他

引き受けたいと思わない

総数
2２７６００４０．６

２２４５３２ ７ 1３ ４

鹿児島県農村地域
社会勉強仕方なく収入得たいひまだから社会奉仕その他

引き受けたいと思わない

総数

３１０

２９1５ ９ ７ ７
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以上のことから、職員型調査員の動員が常態化している農山村･離島地域では役場職員

は消極的動機を持って国勢調査調査員に就任している。そして、消極的動機が調査員就任

拒否感を強く左右する意識的側面であることがわかる。

次に、職員型調査員では調査員希望者減少の理由としてどのような事項を意識すること

が､統計調査員就任への拒否感をより強く左右するのかということを、表36により見てい

こう。表の形式は、都市部調査員の分析に用いた表16,21と同じである。ただし、表36は

熊本県農山村地域と長崎県五島地域の職員型に関する集計結果のみを示す。鹿児島農村地

域では職員型調査員が少数であるためⅢ回答比率の安定性が見込めないからである。

職員型調査員で調査員就任への拒否感を強く左右しているのは､｢統計調査が大切な仕事

と考えられていないから｣調査員希望者が減少していると意識することである。これを｢統

計調査員希望者減少の理由になっている｣とする者で｢今後国の統計調査員を引き受けたい

とは思わない｣の回答比率は熊本県農山村地域で562％、長崎県五島地域で54.8％である

のに対し､｢理由になっていない｣とする者に関しては、熊本で372％、五島で30.0％と２０

ポイントないしそれ以上の落差があるからである。こうした傾向はその他のきっかけ型調

査員には見られず、農山村･離島部の職員型調査員では、統計調査に対する低評価が調査

員就任への拒否感を左右するほど深刻であることが特徴的である。

低評価の具体的内容に接近するために、本調査の意見記入欄に記入された｢調査員の声」

を見てみよう。いずれの地域でも職員型調査員では、その他の職業の調査員と比較して、

｢国勢調査にこれこれの調査事項が必要なのか｣、｢統計の社会的な役立ちを明らかにすべ

き｣、｢調査結果が自治体レベルの施策に生かされていない｣、｢調査実施そのものについての

疑問｣という形式にまとめられる国勢調査の必要性に対して懐疑的な意見が、絶対数で見

ても、比率で見ても較差を伴って多い。このような懐疑心は､｢調査は、非常に事務的で、

結果が直ちに社会生活に反映されるものではないと思いますが、行政施策の一つであれば

よりよい社会を作っていく手段でなくてはならないはずです｡｣という声に端的に表されて

いるように、自治体職員の日常的な職務遂行と統計利用との関係が希薄である事を反映し

ているように思われる。

職員型調査員は、統計の政治に対する影響を一般論としては評価している(表37)｡そのこ

とは他のきっかけ型調査員と何らの違いもない。それにもかかわらず、職員型調査員で統計

調査の必要性に対する懐疑心が強まる状況から、統計調査の存在意義は、統計の行政現場に

おける利用の具体性という観点から評価される性質のものであるということを強く見てとれる。
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表３６職員型調査員における

統計調査員希望者が減少する理由の意識別に見た統計調査員就任拒否感(％）

長崎県五島地域
｢夜間訪問をしなけれに

ならないから」が調査員
希望者減少の理由に

なっているなっていない

ならないから」が調査員

希望者減少の理由に

なっているなっていない
引き受けたいと思わない４６７ 引き受けたいと思わない４４８

総数 総数1３７ 1６ 6７ 1５

｢非協力世帯が多いから」
が調査員希望者

減少の理由に

なっているなっていない

｢非協力世帯が多いから」
が調査員希望者

減少の理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数
引き受けたいと思わない

総数

45.3

１１

4８６

３５

45.6

５７

333

２４

｢仕事のわりには報酬が

少ないから」が調査員
希望者減少の理由に

なっているなっていない

仕事のわりには報酬が

少ないから」が調査員
希望者減少の理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数
引き受けたいと思わない

総数

4２．１

１０７

5４３

４６

45.1

５１

38.7

３１

が調査員希望者減少の
理由に

なっているなっていない

が調査員希望者減少の
理由に

なっているなっていない
き受けたいと思わない５１０ 引き受けたいと思わない

総数

357 4６９

４９

36.4

３３総数 ９６ 5６

｢統計調査が大切な仕事巴 ｢統計調査が天切う匠圧｡『Ｚ
考えられていないから｣が
調査員希望者減少の理由に

なっているなっていない

考えられていないから｣が

調査員希望者減少の理由に

なっているなっていない
引き受けたいと思わない￣5ｍ 引き受けたいと思わない

総数

37.2 54.8

４２

30.0

４０総数 7３ 7８

｢調査員の仕事が厨i時職 調査員の仕事が臨時周
だから」が調査員希望者
減少の理由に

なっているなっていない

だから」が調査員希望者

減少の理由に

なっているなっていない
引き受けたいと思わない

総数
引き受けたいと思わない５００568

３７

42.6

１１５

39.7

総数 2４ 5８

表３７職員型調査員における統計の政治に対する影響の評価

与えていない 与えている

熊本県農山村地域

長崎県五島地域
756％１５６人中

707％８２人中

２４４％

２６８％
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ところで､｢調査票が複雑だから｣についても、これを理由とした者としない者との間で、

｢引き受けたいと思わない｣と答える者の比率に開きがある。これは、その他のきっかけ型

調査員に関する表を見ればわかるように、農山村･離島部に全般的な傾向である。「調査員

の声｣を見ると、調査票が高齢者により完全に記入されていないため、その訂正作業の負

担が大きいという意見が多数見られる。農山村･離島部における高齢化が、統計調査の技

術的側面に対して統計調査環境の保全に関わる課題を提示しているといえよう。

統計の政治に対する影響の評価とプライバシー優先意識が調査員就任への拒否感とどの

ように関係しているのかを見よう(表38)。

熊本県農山村地域では、統計の政治に対する影響を評価しながらも調査員就任への拒否

感を表す回答比率が46.6％であり、評価しない者での39.5％よりも高くなっている。一般

論としての統計の政治に対する評価は、もはや調査員就任意向を促進する意識的側面では

なくなりつつある。そして、プライバシー優先の回答者数が多く、かつ､これらの者で就

任への拒否を示す回答は51.7％であり、統計調査優先を意識する者での36.7％より高い。

プライバシー意識が､調査員就任への拒否感を比較的強く左右していることがわかる。

長崎県五島地域では、統計の政治に対する影響の評価の低い者と評価する者、また、プ

ライバシーを優先する者と調査を優先する者との間で、調査員就任拒否感の回答比率にそ

れほど大きな違いは見られない。

これら二地域の職員型調査員では、調査員就任の拒否感は、就任動機の受動性に比較的

強く左右されている。それは、統計調査への低評価によりもたらされる側面が強いのであ

ろう。そして、こうした職員型調査員に固有の調査員就任拒否意識は、プライバシー意識

とあいまって、深刻な状況にあると言えよう。

表３８統計の政治に対する影響の評価と統計調査の
プライバシー抵触に対する容認別に見た調査員の就任の拒否感(％）

与えている与えていない

今後国の調査員を

引き受けたいとは思わない

46.0％

118人中

39.5％

38人中

薊木原農山村地域職員型個人の身上に 個人の身上に

触れるべきではない触れても仕方ない

今後国の調査員を
引き受けたいとは思わない

36.7％

６０人中

５１．７％

８９人中
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長崎県五局地域職員型統計は政治に影響を統計は政治に影響を
与えていない 与えている

今後国の調査員を
引き受けたいとは思わない

４５５％

２２人中

３９７％

５８人中

長崎県五局地域職員型 個人の身上に
触れるべきではない

個人の身上に

触れても仕方ない

今後国の調査員を

引き受けたいとは思わない

４４２％

４３人中

３７８％

３７人中

さて、表39で各地域の直接依頼型調査員の統計調査員就任への拒否感をみると、「今

後、国の統計調査員を引き受けたいと思わない｣者の比率は、熊本県農山村地域と長崎県

五島地域では30％台であり、同地域の職員型より低い。対照的に、鹿児島県農村地域では

46.3％と職員型に対して２０ポイント近く上昇する。

表３９直接依頼型調査員の調査員就任への拒否感(％）

一丁：宋眞;、万死圃一 長崎県五島地域鹿児島県区村地域

全体全体全体

今後国の統計調査員を
引き受けたいとは思わない

総数

385

１１７

30.5

１１５

46.3

１２３

表４０直接依頼型調査員が国勢調査員になった動機(％）

熊本県農山村地域鹿児島県uL利晒域一長崎県石島1画域
全体 全体 男女

仕方なく

収入得たい

社会勉強

社会奉仕
ひまだから

その他

5０４

６８

４７９

３１．６

６８

１０．３

528

65

55.3

35.8

５．７

９．８

65.7

34.3

37.1

17.1

１１４

５．７

1５．７

５００

５１４

２５．７

１８６

５．７

総数 1１７ 1２３ 3５７０

表40で各地域の直接依頼型調査員が国勢調査調査員になった動機を見てみると、熊本

県農山村地域と鹿児島県農村地域では､｢仕方なく｣が50.4％と５２８％であり、両地域とも

職員型より１０ポイントほど低い。｢社会勉強｣は47.9％と55.3％、｢社会奉仕｣が31.6％と35.8

％であり、｢仕方なく」に集中していない点が職員型と異なっている。一方、長崎県五島地

域では、男女間で異なっている。男性では｢仕方なく｣が657％と突出して職員型に近いけ

れども、女性では｢収入得たい｣と｢社会勉強｣で500％および51.4％となっている。
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表４１直接依頼型調査員の動機別に見た統計調査就任への拒否感(％）

県農山村地域

社会勉強仕方なく収入得たいひまだから社会奉仕その他

引き受けたいと思わない

総数

4０．４

５７

50.0

６０

26.3

３８９ ８ 1２

児島県農村地域

社会勉強仕方なく収入得たいひまだから社会奉仕その他
引き受けたいと思わない

総数

362

６９

7０．６

６８

３１．１

４５８ ７ 1２

引き受けたいと思わない

総数

27.8

３６

20.0

３５1１ 1３ 1８ ４

次に、表41で、国勢調査調査員を引き受けた動機別に｢今後国の統計調査員を引き受け

たいとは思わない｣の回答比率を見ると､｢仕方なく」を回答した者で｢思わない｣者が、熊本

県農山村地域で50.0％、鹿児島県農村地域で70.6％であるのに､｢社会奉仕｣では26.3％と

31.1％に低下する。ここでも、国勢調査調査員就任動機の受動性が就任に対する拒否感を

強く左右していることがわかる。長崎県五島地域では、女性に関しては｢収入得たい｣で２０

％､｢社会勉強｣で27.8％であり、動機の違いをとわず調査員就業拒否感が非常に低い。表

に示していないが、男性では｢仕方なく｣で｢思わない｣者が34.8％とやや高い値になっている。

次に調査員希望者減少の理由のうちどれを意識することが調査員就任への拒否感を強く

左右するのかを見よう

熊本県農山村部の直接依頼型調査員について調査員就任への拒否感を左右する側面性が

強い意識は、「調査票が複雑だから｣であり、これを意識する者で｢今後国の統計調査員を

引き受けたいとは思わない｣の比率が44％であるのに対し､意識しない者では30％と較差

が認められる(表42)。また、プライバシー意識を優先する者では、統計調査を優先する者

より比較的大きな較差を伴って就任拒否感の回答比率が高い(表43)。

鹿児島農村地域の直接依頼型調査員では､調査員希望者減少の理由としてあげられた事

項の多くについて､それを意識しない者の方で就任拒否感が強い。「調査員の仕事が臨時職

だから｣を意識する者と(表45)、統計の政治に対する影響を低く評価する者で就任拒否感

が高まるけれども(表47)､そうした低評価意識を抱く者は少数であるから、調査員就任へ

の拒否感を左右する意識として普遍的ではない。

これら2地域の直接依頼型調査員では、調査員就任動機の受動性が、就任拒否感を左右
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表４２熊本県農山村地域
直接依頼型調査員

統計調査員希望者が減少
する理由の意識別に見た

統計調査員就任拒否感(％）

表４３熊本県農山村地域の直接依頼型調査員における
統計調査のプライバシー抵触に対する容認別に
見た統計調査員就任拒否感(％）

今後調査員を
引き受けたいと思わない

｢夜間訪問をしなければ
ならないから」が調査員

希望者減少の理由に
なっているなっていない

触れても仕方ない ３３９

６２人中
引き受けたいと思わない

総数

381

２１

41.1

９０ 触れるべきではない ４６．９

４９人中

｢非協力世帯が多いから」

が調査員希望者

減少の理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

471

３４

37.7

７４ 表４４熊本県農山村地域の直接依頼型調査員における
統計の政治に対する影響の評価別に見た
統計調査員就任拒否感(％）

｢調査票が複雑だから」

が調査員希望者減少の
理由に

なっているなっていない

今後調査員を

引き受けたいと思わない

統計は政治に

影響を与えていない

４６２

２６人中
引き受けたいと思わない

総数

300

４０

4４４

７２ 統計は政治に

影響を与えている

３８９

９０人中

｢仕事のわりには報酬が

少ないから」が調査員

希望者減少の理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

37.7

５３

411

５６

｢統計調査が大切な仕事と

考えられていないから｣が

調査員希望者減少の理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

41.8

５５

364

５５

｢調査員の仕事が臨時職

だから」が調査員希望者

減少の理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

405

７９

4１４

２９

する意識的側面として主要である事に共通'性が見出される。

長崎県五島地域の直接依頼型調査員についてはどのようであろうか。ここでは女性につ

いてのみ分析することにしよう。男性ついては、該当者が少数であるため回答比率の安定
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表４５鹿児島県農村地域
直接依頼型調査員
統計調査員希望者が減少

する理由の意識別に見た
統計調査員就任拒否感(％）

表４６,鹿児島県農村地域の直接依頼型調査員における
統計調査のプライバシー抵触に対する容認別に
見た統計調査員就任拒否感(％）

｢夜間訪問をしなければ

ならないから」が調査員
希望者減少の理由に

なっているなっていない

今後調査員を

引き受けたいと思わない

触れても仕方ない ４４３

８８人中
引き受けたいと思わない４１２ 560

総数 6８ 5０ 触れるべきではない ５１．５

３３人中

｢調査票が複雑だから」
が調査員希望者減少の
理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

４５．１

７１

529

５１ 表４７鹿児島県農村地域の直接依頼型調査員における
統計の政治に対する影響の評価別に見た
統計調査員就任拒否感(％）

｢仕事のわりには報酬が

少ないから」が調査員
希望者減少の理由に

なっているなっていない

今後調査員を
引き受けたいと思わない

統計は政治に

影響を与えていない

６３６

２２人中
引き受けたいと思わない

総数

47.5

５９

50.9

５７ 統計は政治に

影響を与えている

４４６

１０１人中

｢統計調査が大切な仕事と

考えられていないから｣が
調査員希望者減少の理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない５２２ 4４３

総数 4６ 7０

｢非協力世帯が多いから」
が調査員希望者
減少の理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

417

３６

5０６

８１

「調査員の仕事が臨時職

だから」が調査員希望者

減少の理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない５４５ 4４．２

総数 ３３ 8６

性が見込めないからである。

これらの調査員では、プラ

364％、統計調査を優先すそ

)の調査員では、プライバシー優先意識が強い者で｢引き受けたいとは思わない｣が

統計調査を優先する者では235％と開きがある(表49)。調査員減少の理由として
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表４８長崎県五島地域
女性直接依頼型調査員
統計調査員希望者が減少

する理由の意識別に見た

統計調査員就業拒否感(％）

表４９長崎県五島地域の女性直接依頼型調査員におけ
る統計調査のプライバシー抵触に対する容認別
に見た統計調査員就業拒否感(％）

今後調査を

引き受けたいと思わない
｢夜間訪問をしなければ

ならないから」が調査員

希望者減少の理由に

なっているなっていない
触れても仕方ない ２３５

３４人中

引き受けたいと思わない

総数

30.6

４９ 1８ 触れるべきではない ３６４

３３人中

｢非協力世帯が多いから」

が調査員希望者

減少の理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

3０４

２３

31.1

４５ 表５０長崎県五島地域の女性直接依頼型調査員におけ
る統計の政治に対する影響の評価別に見た
統計調査員就業拒否感(％）

今後調査を

引き受けたいと思わない
~統計調査が大切な仕事と

考えられていないから｣が

調査員希望者減少の理由に

なっているなっていない
統計は政治に

影響を与えていない

１６７

１８人中

引き受けたいと思わない

総数

3２３

３１

278

３６ 統計は政治に

影響を与えている

３４０

５０人中

｢調査票が複雑だから」

が調査員希望者減少の
理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

2６２

４２

３４．６

２６

｢仕事のわりには報酬が

少ないから」が調査員

希望者減少の理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

2０８

２４

341

４４

｢調査員の仕事が臨時職

だから」が調査員希望者

減少の理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない２３１ 3２．７

総数 1３ 5５

報酬と採用形態、そして統計の政治に対する影響について評価が低くない者で就任拒否の

意向が強まる点が特異である(表4850)。いずれにせよ、拒否感を示す回答比率が他二地

点と比較して低いことから、離島部での経済条件の下で統計調査員を就業機会としてとら
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表５１長崎県五島地域における女性応募型
調査員の統計調査員就任拒否感(％）

応募型
女

今後国の統計調査員を

引き受けたいとは思わない

総数

239

６７

表５２長崎県五島地域女性応募型調査員の動機別に見た統計調査員就任拒否感(％）

女性応募型
社会勉強仕方なく収入得たいひまだから社会奉仕その他

引き受けたいと思わない

総数

2１７

２３

1５．９

４４

2８６

２１８ ７ １

える意識が調査員就任への拒否感を規制している。

国勢調査調査員を就業機会としてとらえる意識がより強い長崎県五島地域の女性応募型

調査員では､｢今後、国の統計調査員を引き受けたいとは思わない｣とする比率が239％と

さらに低下する(表５１)。

表52で国勢調査員を引き受けた動機別に｢引き受けたいとは思わない｣の比率を見ると、

｢収入得たい｣で１５９％であるのに対し、「ひまだから｣で２８６％である。

統計調査員減少理由の意識、プライバシー優先意識、統計の政治に対する影響の評価の

いずれについても(表53,5455)、統計調査に対して否定的評価を与える者で調査員就任へ

の拒否感を示す回答比率が30％前後あり、否定的評価を行わない者に対して１０ポイント

前後の差を伴って高くなっている。とはいえ、拒否感を示す回答比率は直接依頼型女性調

査員よりも低いから、調査員を就業機会として捉える意識が拒否感を一層強く規制してい

ることを見てとれる。

最後に、鹿児島県農村地域の町内会推薦型と役員型について、統計調査員就任拒否感

を見ていくことにしよう。

まず、両きっかけ型について、「今後、国の統計調査員を引き受けたいとは思わない｣の

回答比率を示した表56より、推薦型の405％、役員型の538％が｢思わない｣を回答して

いる。

国勢調査調査員を引き受けた動機を表57で見ると、推薦型の５Ｌ4％、役員型の58.1％

が｢仕方なく」を答えている。

表５８で動機別に「引き受けたいとは思わない」の比率を見ると、「仕方なく」引き受け

て「思わない」者が、推薦型で60.5％、役員型で689％である。
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表５４長崎県五島地域の女性応募型調査員における
統計調査のプライバシー抵触に対する
容認別に見た統計調査員就業への拒否感(％）

表５３長崎県五島地域女性応募型調査員
統計調査員希望者が減少する理由の
意識別に見た統計調査員就業への拒否感(沼）

今後調査員を
引き受けたいと思わない

｢非協力世帯が多いから」

が調査員希望者

減少の理由に

なっているなっていない

触れても仕方ない １９．４

３１人中

引き受けたいと思わない

総数

2７．５

５１ 触れるべきではない ２９４

３４人中

1２

｢夜間訪問をしなければ

ならないから」が調査員

希望者減少の理由に

なっているなっていない 表５５長崎県五島地域の女性応募型調査員における
統計の政治に対する影響の評価別に
見た統計調査員就業への拒否感(％）

引き受けたいと思わない

総数

26.0

５０ 1４

今後調査員を

引き受けたいと思わない

｢仕事のわりには報酬が

少ないから」が調査員

希望者減少の理由に

なっているなっていない

統計は政治に

影響を与えていない

２５０

４８人中

統計は政治に

影響を与えている

２００

１５人中引き受けたいと思わない

総数

1７９

２８

235

３４

｢調査票が複雑だから」

が調査員希望者減少の
理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない２８」 1８８

総数 3２3２

｢統計調査が大切な仕事と
考えられていないから｣が

調査員希望者減少の理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

2０．６

３４

2９．０

３１

｢調査員の仕事が臨時職

だから」が調査員希望者

減少の理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

３１８

２２

1９５

４１

統計調査員希望者減少理由の意識と調査員就任への拒否感との関係を見よう(表59)。推

薦型調査員では、「調査票が複雑だから」と｢仕事のわりには報酬が少ないから」の２項目

を意識する者で意識しない者よりも拒否感を表す比率がやや高いことを除けば、減少理由

を意識しない者で拒否感の比率が高い。こうした拒否感の回答比率は、これらの理由の意
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表５７鹿児島県農村地域の町内会型調査員に
おける国勢調査調査員を引き受けた動機(％）

表５６鹿児島県農村地域の町内会型調査員に
おける統計調査員就任拒否感(％）

町内会
推薦型

町内会
役員型

町内会
推薦型

町内会
役員型

仕方なく

収入得たい

社会勉強

社会奉仕
ひまだから

その他

今後国の統計調査員を

引き受けたいとは思わない

総数

5１４

1.4

47.3

36.5

135

５．４

5８１

０．５

４３．８

３４３

４８

１３．３

4０５５３８

７４２１０

総数 7４ 210

表５８鹿児島県Uu村地域の町内会型調査調査員における国勢調査員を引き受けた動機別に見た調査員就任拒否感(％）
町内会推薦型

社会勉強仕方なく収入得たいひまだから社会奉仕その他

引き受けたいと思わない

総数

22.2

２７

6０５

３８

3Ｌ４

３５ 10 ４

町内会役員型
社会勉強仕方なく収入得たいひまだから社会奉仕その他

引き受けたいと思わない

総数

1３．３

２８

25.0

７２

689

１２２

4４６

９２ 1０

識と併せてより支配的な意識を抱いた結果であると考えられよう。プライバシー優先意識

と統計の政治に対する影響の低評価に関しても同様である(表6ｑ６１)。

役員型調査員では、「夜間訪問｣、「調査票が複雑｣、「非協力世帯｣、そして｢調査員の仕

事が臨時職だから｣の４項目に関して、それらを意識する者で調査員就任への拒否感を示

すものが60～70％台であるのに対し、意識しない者では40％台であり、較差がある。ま

た、プライバシーを統計調査に対して優先する者とそうでない者との間でも同様の比率と

較差が見られる。役員型調査員では、調査員を引き受けた動機に加えて、統計調査員減少

の理由を意識することとプライバシー意識で、調査員就任への拒否感を左右する意識的側

面性が強まっている。特に、「夜間訪問｣と｢非協力世帯｣への負担感から調査員就任拒否

感が惹起されることが注目される。というのは、表65に示すように、国勢調査調査区の

特性に、役員型調査員と推薦型調査員との間で大きな違いが認められないからである。
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表６０鹿児島県農村地域
統計調査のプライバシーへの抵触に対する
容認別に見た統計調査員就任拒否感(％）

表５９町内会推薦型調査員
統計調査員希望者が減少する理由の

意識別に見た統計調査員就任拒否感(％）

町内会推薦型

今後調査員を

引き受けたいと思わない

｢調査票が複雑だから」

が調査員希望者減少の

理由に

なっているなっていない 触れても仕方ない ３８０

５０人中続けたいと思わない

総数

300

３０

45.7

３５

触れるべきではない ４２．１

１９人中

｢仕事のわりには報酬が

少ないから」が調査員

希望者減少の理由に
なっているなっていない

続けたいと思わない

総数

34,4

３２

42.4

３３

表６１統計の政治に対する影響の評価別に見た
統計調査員就任拒否感(％）

町内会推薦型

今後調査員を
引き受けたいと思わない

｢夜間訪問をしなければ

ならないから」が調査員

希望者減少の理由に

なっているなっていない 統計は政治に

影響を与えていない

３１．６

１９人中続けたいと思わない

総数

36.7

３０

4２９

３５

統計は政治に

影響を与えている

４１．５

５３人中

｢非協力世帯が多いから」

が調査員希望者

減少の理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

333

２４

45.6

５７

｢統計調査が大切な仕事と

考えられていないから｣が

調査員希望者減少の理由に

なっているなっていない

巖けたいと思わない３６７ ４１．２

総数 3４3０

｢調査員の仕事が臨時職

だから」が調査員希望者

減少の理由に

なっているなっていない

儲けたいと思わない 37.5

総数 4８1７

－４３－



表６３鹿児島県農村地域
統計調査のプライバシーへの抵触に対する
容認別に見た統計調査員就任拒否感(％）

表６２町内会役員型調査員
統計調査員希望者が減少する理由の
意識別に見た統計調査員就任拒否感(％）

町内会役員型

今後調査員を

引き受けたいと思わない

｢夜間訪問をしなければ
ならないから」が調査員

希望者減少の理由に

なっているなっていない 触れても仕方ない 45.7

127人中引き受けたいと思わない

総数

44.7

８５

6０６

９９

触れるべきではない ６９．０

７１人中

｢調査票が複雑だから」

が調査員希望者減少の
理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

47.4

９７

６１８

８９
表６４統計の政治に対する影響の評価別に見た

統計調査員就任拒否感(％）

町内会役員型

今後調査員を

引き受けたいと思わない

｢仕事のわりには報酬が
少ないから」が調査員

希望者減少の理由に

なっているなっていない 統計は政治に

影響を与えていない

５５．２

２９人中引き受けたいと思わない

総数

49.5

９９

53.8

７８

統計は政治に

影響を与えている

５１５

１６７人中

｢統計調査が大切な仕事と
考えられていないから｣が

調査員希望者減少の理由に
なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

527

１１０

560

７５

非協力世帯が多いから」

が調査員希望者
減少の理由に

なっているなっていない

引き受けたいと思わない

総数

445

１１０

65.6

６４

｢調査員の仕事が臨時職
だから」が調査員希望者

減少の理由に

なっているなっていない

表６５鹿児島県農村地域における町内会役員型
調査員と推薦型調査員を取り囲む実査環境

役員型推薦型

７１６％

973％

農業地区担当

顔見知りが多い地区担当

810％

97.1％
引き受けたいと思わない

総数

45.2

１２６

7３２

５６

－４４－



７むすびにかえて

以上の分析から、国勢調査調査員像を単純に｢都市型調査員」・「農村型調査員」と類型

化できない事がわかった。各地域における国勢調査調査員の経済的･社会的な属性別の構

成は、地域に固有な経済的･政治的条件に応じて異なる選任方法によって変化するからで

ある。また、都市部相互、あるいは農山村･離島各地域内において、異なる選任方法によ

り登用された調査員の間で、統計調査員就任への拒否感を左右する意識的側面に違いが認

められたからである。

国勢調査調査員像が以上のようなものであるのならば、統計調査員の確保にあたり、調

査員が相対する実査環境の全般的な保全はもちろんのことであるが、選任方法が成立する

条件を考慮し、選任方法ごとに異なる調査員就任拒否感の意識的要因に具体的に対応する

事も必要であると思われる。

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

l）大屋祐雪「第４章統計制度と統計体系｣、大屋･広田・野村･是永編｢統計学」産業統計

研究社1984年､５９頁。

2)岩崎･鯵坂･上田･高木･広原･吉原編､「町内会の研究｣、お茶の水書房、1989年､第九章。

3）前掲441～442頁。

4)前掲424～425頁。

５）表17の表側にある｢その他の統計調査｣とは､労働力調査､商業統計調査､農業センサス、

家計調査､工業統計調査､就業構造基本調査､事業所統計調査､それ以外の調査である。

－４５－



6)福岡県企画振興部調査統計課が平成８年３月に刊行した｢平成７年国勢調査実施記録」

の30ページによると、福岡県の平成7年国勢調査調査員における民間人と市区町村等

職員の比率は下記のようであった｡福岡県においても、郡部では職員型調査員の比率が

３割台半ばと比較的高く、我々の調査結果と同様の傾向が見出せる。

ヌ町ﾈｵ職匡

７）民間人からの選任は、国の｢都道府県事務要領｣に原則として記載されている。実状に

ついては､熊本､鹿児島､長崎の各県県庁の統計課に電話で｢国勢調査の実査事務は市

町村が担当するが､そのための統計課の指導に､調査員を民間人から選任する事が含ま

れていたか｡｣と尋ねて､指導が行われていた旨を確認した。さらに､熊本県と長崎県の

統計課からは､民間人から調査員が見つからないときには市町村役場の職員からの選

任があるとの回答が得られた。なお､都市部でも民間人からの選任が指導されているこ

とを、東京都庁に電話で、また福岡県について｢平成７年国勢調査実施記録｣の30ペー

ジの記載により確認した。

8）ここでは､平成2年国勢調査と、労働力調査､商業統計調査､農業センサス、家計調査、

工業統計調査､就業構造基本調査､事業所統計調査､そして、これら以外の調査である。

9)平成２年国勢調査の結果により、３地点の15歳以上人口に占める就業者の割合を見る

と、熊本県農山村地域で60.9％、鹿児島県農村地域では58.9％なのに対し、長崎県五島

地域では52.8％と比較的低い。

また、離島振興法の規定により、平成5年６月に内閣総理大臣決定された離島振興計画

の中で､離島部の経済的状況について、以下のような認識が示されている。

「各種の制約の中､効率的な経済活動を成立させるだけの集積が形成しにくく、市場か

ら離れていること等の不利を抱えている。

このため、多様な就業機会に恵まれず、また島外への通勤にも厳しい制約があるため、

離島住民の１人当り所得は全国平均の約６割程度とかなり低い｡｣(｢離島振興ハンド

ブック」財団法人日本離島センター編､大蔵省印刷局、平成８年､308頁｡）

－４６－

民間人 市区町村職員 合計

市部 932％ ６８％ 25618

郡部 657％ 343％ 6504

県 877％ 123％ 32122




